
生産性向上設備投資促進税制 

（後藤） 

平成 26 年度税制改正で創設された｢生産性向

上設備投資促進税制｣は大企業も税額控除がで

きることから、注目を集めています。 

同じく設備投資の促進を目的とした税制とし

ては平成 25 年度税制改正で創設され、すでに施

行されている｢生産等設備投資促進税制｣があり

ますが、これに比べて節税面で有利になります。 

 

（１） 対象設備の取得期間 

平成 26 年 1 月 20 日（産業競争力強化法の施

行日）から平成 29 年 3 月 31 日までの間に取得

等し、事業供用した場合に適用があります。 

 

（２） 対象設備の内容 

生産等設備を構成する機械装置、工具、器具

備品、建物、建物付属設備、構築物、ソフトウ

ェアで、産業競争力強化法に規定する生産性向

上設備等に該当するもののうち、一定の規模以

上のものになります。 

 【生産性向上設備等とは？】 

 次の①または②のいずれかの要件を満たす設

備が対象とされていますが、本店、寄宿舎等の

建物、事務用器具備品、福利厚生施設等は除か

れています。 

 また、①の対象設備に含まれるものは機械装

置を除き、用途、細目が限定されています。（工

具はロールのみ、器具備品は冷暖房機器や測定

機器など、建物は断熱材や断熱窓のみ、構築物

はすべて対象外、その他詳細は割愛。） 

① 先端設備（Ａ類型と呼ばれています） 

（イ）最新モデルであること 

最新モデルとは次のいずれかのモデル

であること 

（a） 機械装置は 10 年以内、工具は 4

年以内、器具備品は 6 年以内、

建物及び付属設備は 14 年以内、

ソフトウェアは 5 年以内にそれ

ぞれ販売開始されたもの 

（b） 販売開始年度が取得等をする年

度及びその前年度であるモデル 

 

(ロ)生産性が旧モデル比で年平均 1％以上 

向上するものであること 

  「生産性向上」の基準となる指標は、「単

位時間当たりの生産量」「精度」「エネル

ギー効率」などで判断します。 

② 生産ラインやオペレーションの改善に

資する設備（Ｂ類型と呼ばれています） 

生産性の向上に係る要件（投資利益率が 

15％以上（中小企業者等は 5％以上））を

満たすことににつき、経済産業局の確認を

受けた投資計画に記載された設備 

投資利益率は「（営業利益＋減価償却費）

の増加額／設備投資額」で求めます。 

 

【一定の規模以上とは？】 

 資産の種類に応じ、取得価額要件が設けら

れています。 

 

（３） 手続き 

① Ａ類型 

   対象となる設備については、メーカー工

業会等に申請し、工業会等が確認後、証明

書が発行されます。 

したがって、設備を取得したユーザーは、

メーカーから証明書を受け取ればよく、上

記（２）①（イ）（ロ）の要件を確認する

必要はありません。 

 

種類 取得価額要件 

機械装置 160 万円以上 

工具及び

器具備品 

120 万円以上 

※単品 30 万円以上で、一事業年

度の取得価額の合計額が 120 万

円以上のものを含む 

建物、建物

付属設備

及び構築

物 

120 万円以上 

※単品 60 万円以上で、一事業年

度の取得価額の合計額が 120 万

円以上の建物付属設備を含む 

ソフトウ

ェア 

70 万円以上 

※単品 30 万円以上で、一事業年

度の取得価額の合計額が 70 万円

以上のものを含む 



② Ｂ類型 

   取得したユーザーが投資計画を作成し、

公認会計士又は税理士の事前確認を受けた

上で、経済産業局へ申請する必要がありま

す。 

 

（４） 特別償却・税額控除 

特別償却と税額控除を選択適用することが

できます。それぞれの割合は以下のとおりで

す。 

『特別償却割合』 

 特別償却は、減価償却について普通償却のほ

かに特別な減価償却費の額の損金算入が認めら

れている制度です。以下の割合は普通償却と特

別償却を合計した割合になります。 

 

『税額控除割合』 

 税額控除は、「取得価額×税額控除割合」を

法人税額から控除（法人税額の 20％を限度）す

ることができる制度です。 

 

種類 
H28.3.31 

までの取得 

H28.4.1 

以後の取得 

機械装置、工具

及び器具備品、

建物付属設備、

ソフトウェア 

100％ 

（即時償却） 

50％ 

建物、構築物 25％ 

種類 
H28.3.31 

までの取得 

H28.4.1 

以後の取得 

機械装置、工具

及び器具備品、

建物付属設備、

ソフトウェア 

5％ 4％ 

建物、構築物 3％ 2％ 


